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平成２９年度【後期】技能検定の準備作業終了
　　平成２９年１１月９日（木）、港区芝公園の機械振興会館会議室において、平成２９年度後期技能検定「光学機器組み立て作業」の実技試験で使用する器材の点検が行われました。この日は、光学各社（オリンパス、キヤノン、トプコン、ニコン）より推薦された５名の技能検定委員の方々により、ガラス部品・備品・副資材等を中心に点検が行われました。

　今年度の東京都における「光学機器組立て作業の実技試験」は、１２月９日（土）、１０日（日）、１６日（土）の３日間に実施され、１級２７人、２級１８人、合計４５人の方が受験する予定です。

　後期技能検定委員の任期は１年間で毎年１１月が交代月となります。
平成２９年度【後期】技能検定　首席・事務局会議開催
　　平成２９年１１月２８日（火）午前、文京区後楽　東京都立中央・城北職業能力開発センターにて、平成２９年度後期技能検定　首席技能検定員・事務局会議が開催されました。当協会からは、中道首席技能検定員及び事務局長が出席いたしました。
　会議では、冒頭委嘱状の交付が東京都職業能力開発協会より行われ、その後技能検定試験に関する様々な注意事項の説明が行われました。

同日の午後、港区芝公園の機械振興会館会議室において、水準調整会議が開催されました。技能検定関連各社（キヤノン㈱、㈱トプコン、オリンパス㈱、㈱ニコン）の事務局及び技能検定委員が参加しました。
　会議では、冒頭委嘱状の交付が中道首席技能検定委員により行われました。　　　１２月９日から実施される「光学機器組立て作業の実技試験」に関する様々な確認事項を点検し、打ち合わせを終了しました。
平成２９年度第３回ISO上層委員会報告会
　　平成２９年１０月３０日（月）午後、（一財）日本規格協会　国際標準化ユニット主催の平成２９年度ISO上層委員会報告会が港区の三田MTビルにて開催されました。テーマ及び講師は以下の通り。（敬称略）
◆第４０回ISO総会報告：

：経済産業省　産業技術環境局　国際標準課課長　藤代尚武

◆第７０回ISO／TMB（技術管理評議会）報告


：経済産業省　産業技術環境局基準認証経済連携室長

　　　　　　　　　　　　　松本満男（TMBメンバー）
◆第１０４回ISO理事会報告



：一般財団法人　日本規格協会　国際標準ﾕﾆｯﾄ　
副ユニット長　若井博雄（ISO理事会及びDEVCO/CAGメンバー）

◆国際標準化ﾕﾆｯﾄからのお知らせ

：一般財団法人　日本規格協会　国際標準化ユニット　事務局

　　　　　　　　　下請業者への配慮等について
　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０１７１０１６中第2号）

平成２９年１１月１５日付で、当協会会長宛に、経済産業大臣より「下請業者への配慮等について」２０１７１０１６中第２号を受領いたしました。以下は、その抜粋です。
我が国経済は、景気の穏やかな回復基調が継続する中、中小企業の業況も、穏やかに改善していますが、原材料価格の上昇や人手不足への懸念など、中小企業を取り巻く環境は依然として厳しい状況にあります。

さらに、これから年末にかけての金融繁忙期を迎えるに当たり、下請事業者の資金繰り等について一層厳しさを増すことが懸念され、親事業者が下請代金を早期にかつ可能な限り現金で支払い、下請事業者の資金繰りに支障をきたさないよう配慮することが必要です。

こうした状況を踏まえ、政府は、下請事業者お経営基盤を強化する観点から、親事業者に対して「下請中小企業振興法」（昭和４５年法律第１４５号）に基づく「振興基準」の遵守を要請して来たところですが、経済の好循環を実現し、我が国産業が競争力を高めていくために、その遵守の必要性は一層高まっております。

このような中、昨年１２月には、「振興基準」を改正し、不合理な原価低減要請をしないこと、人手不足や最低賃金の引き上げに伴う労務費上昇による影響を加味して取引対価を決定すること、下請代金支払の現金化を大企業から率先して実施しサプライチェーン全体で取組を進めることなどを明記しました。

また、サプライチェーン全体で生産性向上と取引適正化を図っていくことが重要であることから、「自主行動計画」の策定とその継続的なフォローアップに努めることなどを主要な業界団体に要請し、関係業界自らの積極的な取り組みをお願いしているところです。

景気の回復基調が続いている中で、親事業者の皆様には、企業収益の改善を下請業者にも還元し、経済の好循環の拡大に向けて着実な一歩を踏み出していただくことが期待されています。

貴団体におかれましては、下請事業者が置かれている状況を十分認識頂いた上で、貴団体所属の親事業者に対して、「振興基準」の遵守について、周知徹底を図るなど適切な措置を講じるよう要請いたします。

　また、親事業者に対し、調達担当者のみならず役員等責任者が率先して社員教育等に取り組まれ、「振興基準」の幅広い周知に努められるよう併せて連絡いただきますようお願いいたします。

　

　なお、政府が進める「働き方改革」においても事業者間の取引条件の改善が課題であるとされています。例えば、極端な短納期発注等は、取引先における長時間労働につながる場合があり、下請代金支払遅延防止法等の違反の背景にもなりえますので特に注意を促すようお願いいたします。

さらに、消費税の円滑かつ適正な転嫁を確保する観点から、消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消費税の転嫁を阻害する行為の是正等に関する特別措置法（平成２５年法律第４１号）が、平成２５年１０月１日から施行されています。貴団体におかれましては、所属の事業者に対し、減額や買いたたき等による消費税の転嫁拒否等の行為を行うことがないよう、周知徹底していただくよう併せて要請します。
「インターンシップの更なる充実に向けて　議論のとりまとめ」等を踏まえた
「インターンシップの推進に当たっての基本的考え方」に係る留意点について

　　　　　　～より教育効果の高いインターンシップの推進にむけて～
　　　　
平成２９年１０月２５日付で、当協会宛に、「インターンシップの更なる充実に向けて　議論のとりまとめ」を文部科学省、厚生労働省、経済産業省連名文書を受領いたしました。以下は、その抜粋です。
インターンシップのより一層の推進を図るため、平成９年９月に、当時の文部省、通商産業省、労働省において、インタ―ンシップに関する共通した基本的認識や推進方策を取りまとめた「インターンシップの推進にあたっての基本的考え方」（以下「基本的考え方」といいます。）を作成し、以降、政府、大学等、産業界が協議し、インターンシップの普及・推進を図ってきたところです。
その後、徐々に拡大してきたインターンシップですが、単位認定を行うインターンシップへの学生の参加率はいまだに低い状況です。また、大学等のインターンシップへの関与が弱い場合も見られ、たとえば事前・事後学習が実施されず十分な教育効果が発揮できていないなど、インターンシップの量的拡大・質的充実が課題となっており、政府としてもその対応に取り組んできたところです。
こうした状況を踏まえ、これまで同様「基本的考え方」に則りつつ、より教育効果の高いインターンシップの実施に当たっては、以下の事項についても、ご留意くださいますようよろしくお願いいたします。
１．就業体験を伴わないプログラムをインターンシップと称して行うことは適切ではない。
２．より教育効果の高いインターンシップの推進を図る。

以上の点をご理解いただき、より教育効果の高いインターンシップの推進・普及にご協力くださいますようよろしくお願いいたします。

関連団体短信

（一社）日本オプトメカトロニクス協会セミナー案内


１．「デジタルカラー画像の解析・評価」セミナ―

開催日
：平成３０年２月８日(木)～９日（金）１０：００～１６：５０

会場　
：機械振興会館　別館４F（東京都港区芝公園3-5-22）

プログラム／講師　三宅　洋一氏
１．画像形成システム概要
２．デジタル画像の形成 
３．測色、表色と色表現
４．視覚の特性 
５．画像の評価 
６．分光画像処理と応用
７．疲労の測定と画像設計
２．「質感～その計測・評価・再現の技術」
開催日

：平成３０年２月２１日(水)１０：００～１６：３０

会場　

：機械振興会本館　地下３階２号室（東京都港区芝公園3-5-8）

講師

：岡嶋　克典氏（横浜国立大学　教授）


　渡辺　浩二氏（コニカミノルタｼﾞｬﾊﾟﾝ）



　堀内　隆彦氏（千葉大学　教授）



　松本　博氏（凸版印刷株式会社）


　曽根　拓郎氏（株式会社リコー）



　五十嵐　崇訓氏（花王株式会社）
プログラム
：



１．質感光学概論（岡島先生）


２．反射物体の見えを定量化するための測定器に関する解説と


　　事例（渡辺先生）


３．質感画像再現（堀内先生）


４．印刷技術による素材の質感再現技術(松本先生)


５．ハードコピーにおける質感の評価技術（曽根先生）


６．化粧品開発を目的とした肌質感の評価と制御（五十嵐先生）









以上

平成２９年９月生産・出荷統計
	
	生　　産
	受　入
	出　　荷
	月末在庫

	
	数　量
	金　額

(百万円)
	数　量
	販　売
	その他
	数　量

	
	
	
	
	数　量
	金　額

(百万円)
	数　量
	

	デジタル

カメラ
	323,042
(1.04)
	14,757
(0.97)
	527,561
(1.08)
	377,566
(1.11)
	16,335
(0.99)
	500,865
(1.07)
	192,118
(1.33)

	フィルム

カメラ
	6,395
(0.93)
	7,030
(0.92)
	5,163
(0.92)
	7,397
(0.95)
	8,280
(0.95)
	5,051
(0.92)
	10,422
(0.86)

	交換レンズ


	253,886
(0.88)
	14,037
(0.72)
	195,898
(1.05)
	397,196
(0.99)
	16,991
(1.10)
	36,210
(0.85)
	469,145
(0.82)

	光学・精密

測定機
	25,263
(0.95)
	6,691
 (0.99)
	-
	26,490
(1.05)
	7,091
(0.93)
	-
	25,339
(0.87)

	光分析機器


	17,229
(0.98)
	20,431
(0.93)
	-
	18,758
(0.95)
	23,015
(0.94)
	-
	6,599
(0.97)

	測量機


	 4,891
(1.19)
	885
(0.91)
	-
	11,408
(0.97)
	2,084
(1.11)
	-
	4,154
(0.61)

	合　計


	  -    


	63,831
(0.88)
	-
	-

	73,796
(0.99)
	-
	-



(　　　)内は、前年度比

注） 「受入」:調査期間中に工場または倉庫に次の事由により受入れられた製品の数量

（1） 他企業から購入したもの(輸入を含む)

（2） 同一企業内の他工場から受入れたもの

（3） 委託生産品及び委託加工品を委託先の工場から受入れたもの

（4） 返品(戻入れ)されたもの　
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